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令和８年度（2026年度）予算編成方針 
 

 

１ 令和７年度（2025年度）の経済情勢 

景気は、米国の通商政策等による影響が一部にみられるものの、緩やかに回復している。 

先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えるこ

とが期待されるが、米国の通商政策の影響による景気の下振れリスクには留意が必要であ

る。加えて、物価上昇の継続が消費者マインドの下振れ等を通じて個人消費に及ぼす影響

なども、我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、金融資本市場の変動等の

影響に引き続き注意する必要がある。 

（内閣府『令和７年８月 月例経済報告』より引用） 

 

２ 本市の財政見通し 

令和７年度（2025年度）は、「八王子未来デザイン２０４０」の実現に向け、市民の安

全と安心につながる取組を基礎に、市内経済の成長と発展、都内唯一の日本遺産都市とし

ての賑わいの創造、そして、本市を支える人財の確保・定着・育成の３つの柱を据えて取

り組んでいる。また、歳入については、賃金の上昇や納税義務者の増加に伴う個人市民税

の増加が、前年度に比べ市税収入を押し上げる要因となっているものの、物価上昇の伸び

には追いついていない状況にある。 

今後については、人口減少・少子高齢化の進行により、市税を中心とする実質的な一般

財源収入は減少していく見通しである。その一方で、社会保障関係費や公共施設の老朽化

への対応経費、人件費の上昇などのほか、労働環境の変化に伴う工事費の高騰が見込まれ

る。これらのことから、歳入と歳出のギャップは今後も生じるものと想定している。 
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３ 取り組むべき課題 

このような厳しい財政状況下においても、「八王子未来デザイン２０４０」を着実に推

進するとともに、令和７年度（2025年度）に掲げた市民の安全と安心を基礎に、「すべて

の人が輝き、やすらげる街」の実現を目指した取組を進化させ、より確実なものとしてい

く必要がある。さらに、不確実性の高まる社会情勢の中、従来の手法では解決が困難となっ

ている社会課題に対して、適宜適切に取り組んでいかなければならない。 

そのためには、優先順位の明確化による事業選択を行うとともに、すべての既存事業に

ついて見直しを行い、限られた財源を効果・効率的に配分する必要がある。また、今後の

人口減少を見据え、公共施設の再編や、ＤＸによる業務効率化、多様な主体との連携によ

る「共創」の取組の推進など、実施手法の見直しを行い、中長期的な視点で行財政運営の

持続可能性を高めていかなければならない。 

 

４ 予算編成の考え方 

令和８年度（2026年度）の予算編成では、事業総点検の結果を踏まえ、「八王子未来デ

ザイン２０４０」の実現に向け「八王子市経営計画」に掲げた重点事業を計上する。ただ

し、歳入・歳出の見通しに大きなギャップが生じている状況であるため、改めてすべての

事務事業において、施策への貢献度と費用対効果を意識した検証を行い、その存廃を含め

た積極的かつ大胆な見直しを行う必要がある。 

以上の点を踏まえ、次に定める考え方に基づき予算編成を行う。 

（１） 「八王子未来デザイン２０４０」に定める「みんなで目指す２０４０年の姿」及び

「すべての人が輝き、やすらげる街」の実現に向け、エビデンスに基づく効果的な

手法を用いて各施策を着実に推進する予算とする。 

（２） 不確実性が高まり、多様化・複雑化する社会課題に対応するため、資源の選択と集

中により事業効果の最大化を図るとともに、持続可能な行財政運営を推進する予算

とする。 

   以上を踏まえ、次に定める基本方針に従い、予算要求すること。 
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１ 「八王子未来デザイン２０４０」の実現に向け、事業総点検の結果を踏まえたうえで、

「八王子市経営計画」に掲げる重点事業を予算化すること。 

新規・充実事業の予算化にあたっては、証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）の手法によ

り、背景にある課題、目的、成果指標等を明らかにし、人件費や後年度負担も含めたフル

コストでの費用対効果を検証すること。 

 

２ 中長期的な視点に立った持続可能な行財政運営を維持していくため、「八王子市経営計

画」における経営改革の個別取組を反映すること。 

既存事業の予算化にあたっては、予算規模に関わらず事業遂行のための人件費が発生し

ていることを踏まえ、コスト意識を持ってゼロベースの視点から見直しを検討することと

し、費用対効果に見合わない事業や社会経済情勢の変化に適合しない事業については、廃

止又はより効果的な事業への再構築を図ること。なお、事業総点検において、令和６年度

（2024年度）評価を「達成」とした事業（単年度目標を達成した事業を含む。）について

は一旦終了とし、事業の目的に照らして振り返りを行い、新たな目標の設定や手法の見直

しなど事業の再構築を行うこと。 

   

３ 「健康経営」を意識した働きやすい職場づくりに向け、既存の業務プロセスの抜本的な

見直し（ＢＰＲ）を実施し、業務の効率化や質の向上を図るとともに、デジタル・トラ

ンスフォーメーション（ＤＸ）の推進を図ること。 

 

４ カーボンニュートラルの達成に向け、省エネルギーや再生可能エネルギーの活用により

環境負荷の低減を図るグリーン・トランスフォーメーション（ＧＸ）を推進する取組を

予算化すること。 

 

５ 予算要求をするにあたり地方財政計画を意識すること。また、国・東京都の最新情報を

捕捉し、確実かつ効果的に財源として活用するとともに、目的税を財源とする事業につい

ては、税の趣旨に沿った複数年の事業計画を策定のうえ、予算要求すること。さらに、中

核市として、その権限を最大限活用し、独自の事業展開を図ること。 

基  本  方  針  


